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商品，商品属性の二つのレイヤの初期態度に着目
したｅクチコミ情報の効力に関する一検討†

藤本  和則＊・玉置  了＊

　消費者の購買意図に影響を与える情報として，ｅクチコミ情報が注目されている．従来研究からは，消
費者が商品に対してあらかじめもつ評価（初期態度と呼ぶ）と整合しない内容のｅクチコミ情報の効力は制
限されることが知られている（初期態度による制限効果と呼ぶ）．本論文では，初期態度を商品へと商品属
性への二つのレイヤに分けて捉え，初期態度による制限効果に関する仮説を構築し，定量調査により検証
した結果について述べる．
　企業が提供するプレスリリースからデジタルカメラへの初期態度を形成させた後，各商品属性に関する
ｅクチコミ情報を提示して，購買意図の変化を調べる形で調査票を設計した．大学生152名への定量調査か
ら得られたデータを使って，消費者の「商品への初期態度」と「商品属性への初期態度」の二つの要因につい
て２要因分散分析を行った．この結果，初期態度による制限効果に関して構築した三つの仮説が支持され
た．
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１．はじめに
近年，消費者の購買意図に影響を与える情報とし
て，ｅクチコミ情報が注目されている［里村07，  Chen08，
Park 08］．ｅクチコミ情報（electronic word－of－mouth
information）とは，ネット上の掲示板などオープンな
メディアに電子的に書き込まれた情報であって，商品
の評価や推薦について消費者自らの経験や嗜好に基づ
いて記された文章である．ネット上でのｅクチコミ情
報の増大に伴って，ビジネスの領域でも，マーケティ
ングへの活用が精力的に進められ，接触した消費者に
どのような影響を与えるかについての関心も増してい
る．
人間がくちづてに情報を伝える「クチコミ」の研究は
古くから，どのような人が情報発信するか［Katz 55，
Feick 87］，受け手にどのような影響を与えるか［Arndt
67，  濱岡 94］などの視点から行われてきた．ｅクチコ
ミの研究は，従来のクチコミ研究の成果をベースに，
インターネットというメディアの特性を反映して，さ
まざまな展開を見せている［濱岡 09］．
本研究では，インターネットの情報環境を反映した
ｅクチコミの特徴を次の二点から捉えた．一つは，計
算機による支援に関するものであり，膨大で複雑なク
チコミ情報であっても，消費者は計算機による検索や

加工などの支援を受けながら利用できるという点であ
る．ｅクチコミ情報については，商品そのものについ
ての記述のみでなく，商品の機能を細かく分解した商
品属性についての記述も多く見られる．例えば，デジ
タルカメラの場合には，「機種Aはかっこよい．」と
いった商品についての記述のみでなく，「機種Aの画
質はよい．」や「機種Aのマクロ撮影機能は便利だ．」
というさまざまな商品属性に関する記述が多く見られ
る．記録が残らない口頭でのクチコミに比べ，電子的
に蓄積されるｅクチコミは，計算機の支援を伴って複
数の商品属性に関する総合的な判断を可能にする．
Webブラウザを介した操作性の良い支援機能により，
商品の細かい機能にあまり関心のなかった消費者に
とっても，複数の商品属性についてのｅクチコミ情報
を利用する機会が増大する．ｅクチコミ情報の研究で
は，商品に関するクチコミ情報に加えて，商品属性に
関する情報に関する知見が求められる．
ｅクチコミ情報のもう一つの特徴は，情報探索の環
境についてであり，インターネットを使って，消費者
は容易に複数の情報源にアクセスできるという点であ
る．ネット上には，ｅクチコミ情報以外にも，企業の
ホームページや，サードパーティの商品レビューなど
さまざまな情報源が存在する．消費者にとっては，ｅ
クチコミ情報だけでなく，その他のさまざまな情報源
に接触する機会が増大する．実際，ｅクチコミ情報を
利用する消費者は，他の情報源も合わせて利用する傾
向があることが報告されている［濱岡94，  杉本97］．ｅ
クチコミ情報の研究では，商品に関する情報を全くも
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たない消費者への効力よりも，すでにいくつかの情報
源により初期的な態度を形成した消費者に対して，
「ｅクチコミ情報との接触により購買意図がどのよう
に変化するか」という視点が重要となる．
筆者らは，以上の観点から，商品ならび商品属性に
初期態度を有する消費者を前提に，ｅクチコミ情報が
消費者の購買意図を大きく変えるための条件の研究を
進めている．本論文では，154人の大学生を被験者と
した定量調査により仮説を検証した結果を述べる．定
量調査にあたっては，市販のデジタルカメラを取り上
げ，メーカーが提供する画質やデザインなど六つの商
品属性の内容に基づいて，機種そのものならびに各商
品属性について初期的な評価を取得した．さらに，対
象とする機種について，六つの商品属性をそれぞれ支
持するｅクチコミ情報を順に提示する形で購買意図の
変化を調べた．デジタルカメラのように複雑な仕様を
もつ商品では，他人の意見を参考にすることも多く
［Wells96］，ｅクチコミ情報の効力を感度良く調べる
ことが可能となる．
以下では，第２章で，消費者の初期態度を商品と商
品属性の二つのレイヤから捉える考え方について説明
し，ｅクチコミ情報の効力に関する仮説を提示する．
第３章では，定量調査の方法について詳しく述べる．
第４章では，分析に使った変数とデータセットを説明
し，分散分析の手法により仮説を検証した結果につい
て論じる．なお，本研究でいう消費者の初期態度＊1

は，ｅクチコミ情報に接触する前に形成された，商品
ならびに商品属性に対する良し悪しの評価である．ま
た，購買意図とは，単なる商品の良し悪しではなく，
商品を買いたいと思うか否かというレベルでの評価で
あり，より購買行動に直結する変数として扱われる．

２．理論的背景と仮説構築
商品への初期態度については，従来から，内容が初
期態度に整合しないクチコミ情報の効力は制限される
ことが知られている［Klapper 60，  Wilson 89，  Herr 91］．
本研究ではこれを「初期態度による制限効果」と呼ぶ．
例えば，Wilsonらは，架空の二つテープレコーダA，
Bに関する定量調査により，Aを肯定するクチコミ情
報によるAの購買意図増加は，A選好者の方が，B選好
者よりも大きいことを実証した［Wilson 89］．つまり，
初期態度に整合しないクチコミ情報は，整合するクチ
コミ情報に比べて，購買意図を変化させる効力が比較
的小さいことが示された．こうした初期態度との不整
合による制限効果については，認知的不協和の理論

＊1 初期態度は，事前印象（prior impression），先有傾向（pre-
dispositions）とも呼ばれる．

［Festinger 57］や心理的リアクタンス理論［Brehm 81］
から説明が与えられている［堀内 01］．
本研究では，商品への初期態度に加え，商品属性へ
の初期態度も含めて「初期態度による制限効果」を検討
する．この考え方を図１に示す．図において，消費者
は商品ならびに商品属性に対してそれぞれ初期態度を
形成する．仮に初期態度を高，中，低の３値で評価す
ると，消費者のとりうる初期態度の組み合わせは９通
り（商品への初期態度３通り×商品属性への初期態度
３通り）となる．例えば，対象機種への評価は高い
が，光学７倍という商品属性への評価は低い消費者に
とって，「光学７倍を支持する内容のｅクチコミ情報」
は商品レイヤとは「整合」であるが，商品属性レイヤと
は「不整合」ということになる．ここでのリサーチクエ
スチョンは「商品と商品属性の初期態度を区別して考
えた場合，初期態度による制限効果はどのような形で
現れるか．」である．
筆者らは，初期態度を二つのレイヤに区別した場
合，一方が整合しなくても，もう一方が整合していれ
ば，初期態度による制限効果は緩和されるのではない
かと考えた．この考えは，認知的不協和理論［Festing-
er 57］から次のように説明される．認知的不協和理論
では，自分がもつ認知の間に整合性がないと心理的緊
張を高め，心理的緊張を下げるよう動機づけられると
される．つまり，初期態度と整合しないｅクチコミ情
報は心理的緊張を高め，この緊張を下げるよう動機づ
けられる結果，排除され，効力が制限される．商品と
商品属性を区別する場合に拡張して考えると，心理的
緊張を下げるよう動機づけられた結果，ｅクチコミ情
報の内容と整合する方の初期態度が採用されるのでは
ないか．つまり，商品もしくは商品属性への「いずれ
か」の初期態度と整合すれば，こうした心理的緊張の
高まりは結果として解消され，ｅクチコミ情報の効力
がある程度維持されるのではないかと考えた．以上の
考えから，次の仮説を立てた．
仮説ａ　初期態度の一方のレイヤと「不整合」でも，も
う一方のレイヤと「整合」であるｅクチコミ情報に
ついては，初期態度による制限効果は緩和される．

また，初期態度として高くも低くもない，中間的な

図１　商品へと商品属性への初期態度の区別
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評価をする消費者については，クチコミ情報の効力は
有意には制限されないという報告がある［Wilson 89］．
こうした報告もふまえ，初期態度が中間的な評価の場
合には，ｅクチコミ情報の内容に対して「整合」，「不
整合」のどちらでもない「未定」の状態と解釈し，積極
的に制限効果あるいは制限効果の緩和を引き起こす要
因にはならないとする．以上の考えから，さらに次の
二つの仮説を立てた．
仮説ｂ　初期態度の一方のレイヤと「不整合」であり，
もう一方のレイヤと「不整合」または「未定」である
ｅクチコミ情報については，初期態度による制限
効果がみられる．

仮説ｃ　初期態度のいずれのレイヤについても「不整
合」でない（すなわち「整合」または「未定」の）ｅク
チコミ情報については，初期態度による制限効果
はみられない．

仮説ｂは，一方のレイヤによる制限効果は，「中間的
な評価」である場合には緩和されないとするものであ
る．仮説ｃは，初期態度による制限効果が得られる可
能性があるのは，いずれか一方のレイヤに「不整合」が
ある場合のみであり，例えば，両レイヤとも中間的な
評価の場合には，制限効果は得られないとする仮説で
ある．
本論文では，商品属性を支持する内容のｅクチコミ
情報に焦点をあてて，定量調査による仮説検証を行っ
た結果について論じる．

３．実験方法
本実験では，デジタルカメラを購入するという状況
を仮想的に設定し，被験者にｅクチコミ情報を紙面で
提示する形で購買意図の変化を調べた．実験系を模式
的に図２に示す．図において，被験者は，企業からの
商品情報（図中１．）を提示され，対象機種ならびに各
商品属性に対する初期態度を決める（図中２．）．次に

図２　実験系の模式図

対象機種の商品属性に関するｅクチコミ情報（図中３．）
を提示され，購買意図に変化（図中４．）が生じる．購
買意図の変化は，具体的には，欲しい気持ちの高ま
り，購入時の満足感の予期高まりといった形であらわ
れる．なお，本実験では，被験者の相対的な評価用
に，対象機種とは別の一機種を比較機種として取り上
げ，対象機種と同様に商品情報を提示した．また，提
示される情報以外による影響を少なくするため，調査
票には「両機種の価格は全て20,000円程度であり，発
売日もほぼ同じ時期です．商品情報から機種のブラン
ドが分かった場合でも，書かれている以外の，ブラン
ドに関する知識は使わないでください．」という旨の
注意書きを記した．以下では，実験系の各要素につい
て詳しく説明する．

3.1 被験者

関西の４年制私立大学の経営学部に所属する３，４
回生の学生152人を対象に調査を行った．欠損が多
かったり，同じ選択肢ばかり回答する被験者を除い
て，134件の有効回答を得た（男性75名，女性58名，
不明１名）．被験者の属性や特徴の基本統計量を表１
に示す．表１において，「PCリテラシはパソコンの利
用頻度を１から５点」，「オンライン店舗リテラシは利
用頻度を１から５点」，「デジカメ知識は知識保有の程
度を１から５点」，「デジカメ所有は所有を２点，所有
なしを１点」，「デジカメ購入経験は経験ありを２点，
なしを１点」でそれぞれ評価した（具体的な設問と回答
選択肢の得点を付録にまとめる）．表１から，今回の
被験者については，パソコンの利用は１時間程度/日
と決して少なくないが，オンライン店舗の利用経験に
ついては過去３ヶ月の利用回数が１回以下とそれほど
多くない傾向が読み取れる．また，デジタルカメラを
何からの形で所有する人は多いが，デジタルカメラに
関する知識はそれほどもたない人が多い．

表１　被験者の属性と特徴
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3.2 実験に用いた情報

§1 機種

実験に使う機種の選定にあたっては，売れ筋の機種
を二つ取り上げた．具体的には，電化製品の比較によ
く用いられる価格.comの「売れ筋ランキング」を参考
に，2009年３月２日～３月８日のデータから上位２
機種を選定した．被験者がもつブランドに関する嗜好
や，特定の機種に関する知識が利用されないようにす
るため，機種名やブランド名を隠した．本論文では，
ｅクチコミ情報で肯定される機種を対象機種，もう一
方の機種を比較機種とそれぞれ呼ぶ．なお，これらの
２機種については，発売日や価格はほぼ同一であった．
§2 企業からの商品情報

企業からの商品情報については，メーカのプレスリ
リースにて，二つの機種で共通して発信される画質
（画像処理エンジン），画質（光学ズーム），機能性（独
自機能），機能性（画像ユーティリティ），液晶，デザ
インの六つを取り上げた．各機種の商品属性について
は，プレスリリースの特徴紹介の部分から，表題を抽
出する形で作成した．なお，商品属性に関する文章表

現については，語尾などの表現が結果に影響しないよ
う，定型的な表現に修正した．実験に用いた企業から
の商品情報を表２に示す．
§3 ｅクチコミ情報

商品属性に関するｅクチコミ情報については，対象
機種の商品属性を肯定する内容のものをそれぞれ仮想
的に作成した．実験に用いたｅクチコミ情報を図３に
示す．

3.3 調査票の構成

調査票の基本構成を主要な部分を抜粋して図４に示
す．図において，手順（1）では被験者の属性や特徴を
取得し，（2）では機種，商品属性についての初期態度
を取得する．手順（3）は購買意図の変化を取得するた
めのものである．なお，購買意図の取得にあたっては，
そう思わない（１点），あまりそう思わない（２点），ど
ちらとも言えない（３点），ややそう思う（４点），そう
思う（５点）のLikert尺度を用いた．回答に要した時間
はおよそ20～30分であった．

４．実験結果と考察
仮説検証のため，従属変数を「購買意図の変化」と
し，「対象機種への初期態度（商品初期態度）」と「商品
属性への初期態度（商品属性初期態度）」について，２
要因分散分析を行った．以下では，変数構成とデータ
セットについて説明し，仮説検証の結果について論じ
る．なお，分散分析には SPSS Statistics Ver. 17. 0を
用いた．

4.1 変数構成とデータセット

従属変数「購買意図の変化」は，ｅクチコミ情報を提
示して行った質問「願望増」，「満足予期増」への回答の

表２　企業からの商品情報

図３　ｅクチコミ情報

図４　調査票の基本構成

が入る．
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値の総和として設定した（図４（3）参照）．内的整合性
を示すα係数は .89と十分であった．各質問への回答
には１から５点のLikert尺度を使ったので，「購買意
図の変化」は２から10点の９水準となる．なお，「願望
増」，「満足予期増」のうち一つでも欠損がある被験者
については「購買意図の変化」の値を欠損として扱った．
独立変数「商品初期態度」，「商品属性初期態度」につ
いては，それぞれ，対象機種，商品属性の質問への回
答の値を使った（図４（2）参照）．各質問への回答は，
大きい数字ほど評価が高い，１から５の５値である
が，各群のサンプル数を十分に確保するため，１，２
を「低」，３を「中」，４，５を「高」として，３値をとる
変数として構成した．なお，商品初期態度が「低」の群
については，度数３と十分なサンプル数を確保できな
かったため分析の対象外とした．
データセットの作成にあたっては，134件の有効回
答から，分析の対象外とする３件（商品初期態度が
「低」の群）を除いた131件を抽出した．そして，六つの
商品属性のそれぞれについて，ｅクチコミ情報の提示
による回答をもとにケースを作成した．いずれかの変
数の値が欠損である17件を除き，結果として，769件
（131件×６商品属性－欠損17件）のケースが得られ，
これをデータセットとして用いた．二つの独立変数か
ら構成される各群の基本統計量を表３に示す．

4.2 分析結果と考察

分散分析の結果，「商品初期態度」と「商品属性初期
態度」の間に有意な交互作用がみられた（ F （2,763）＝
5.81，p ＜.01）．交互作用が有意であったことから単
純主効果の検定を行った．この結果，商品初期態度の
単純主効果は，商品属性初期態度「低」の群でのみ有意
（ F （1,763）＝14.79，p ＜.001）となった．より詳細な検
討を加えるため，各群間の多重比較を Bonferroni の
方法を使って行った．多重比較の結果，有意な差が認
められた対のみ表４をに示す．表では群（x，y）という
記法を使ったが，これは商品初期態度「x」，商品属性
初期態度「y」の群を示す．表から次の三つがいえる．

（1）群（中， 低）と群（中， 中）の対，ならびに，群（中， 低）
と群（中， 高）の対について有意な差が認められた．
これらは仮説ｂとｃに整合する結果である．つま
り，群（中， 中），群（中， 高）には制限効果はみられ
ず（仮説ｃ），群（中， 低）には制限効果がみられる
（仮説ｂ）．これらの対の有意な差は，こうした制
限効果の有無によるものと考えることができる．

（2）群（中， 低）と群（高， 低）の対について有意な差が
認められた，これは仮説ａとｂに整合する結果で
ある．つまり，群（高， 低）では制限効果が緩和さ
れる（仮説ａ）ためと考えることができる．

（3）群（高， 低）と群（高， 高）の対について有意な差が
認められた．これは，群（高， 低）では，制限効果
はいくぶん緩和されるものの，完全に解消される
わけではないと解釈できる．これも，仮説ａと整
合する結果といえる．

これらの傾向は，従属変数の平均値を描いたグラフ
（図５）からも読み取ることができる．以上のように，
今回の実験からは，仮説 ａ， ｂ， ｃ を支持する結果が得
られた．
今回の分析では，商品属性初期態度「中」と「高」の群
の間には有意な差はみられなかった．しかしながら，
商品初期態度「低」の群を加えると状況は異なると予想

表３　各群の基本統計量 表４　多重比較の検定結果

図５　購買意図の平均値の傾向
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される．今回構築した仮説からは，商品初期態度「低」
の群については，商品属性初期態度「中」の群では制限
効果がみられ，「高」の群ではその制限効果が緩和され
る．結果として，両者の間には有意な差が現れると考
えられる．以上のように，本仮説は，商品初期態度と
商品属性初期態度の「対称性」を仮定するものである
が，この性質については今後注意深く調べる必要があ
る．また，図５からもわかるように，商品属性初期態
度「中」の群は，従属変数の中央値が６であることを考
えると，必ずしもｅクチコミ情報の効力が得られてい
るとはいえない．この解釈にあたっては，筆者らは，
初期態度による制限効果が原因というよりむしろ，購
買意図に対してその商品属性の寄与が小さいといった
ことが原因と考えている．こうした点も今後の検討さ
れるべき課題の一つである．
本実験では，購買意図の変化を考えるにあたって，

「願望増」のみでなく，「満足予期増」という概念も導入
した．これは，実際の購買を促進するには「欲しいと
いう気持ち＝願望増」だけでなく，「これを購入したら
きっと満足できるという確信＝満足予期増」も重要に
なると考えたからである．こうした「満足予期増」の重
要性は，購買にあたって感じるリスク，すなわち知覚
リスクが大きいほど増すと考えられる．つまり，知覚
リスクが大きい場合は，消費者の実際の購買はより慎
重になり，その購買意図を知るためには，単に欲しい
と思うレベルだけではなく，購入後に満足できると思
うかどうかのレベルまで調べる必要が生じる．今回の
実験状況のように，２万円程度のデジタルカメラを購
入するという状況は，大学生にとっては知覚リスクは
決して小さくないと考えられ，こうした点から，購買
意図の変化に「満足予期増」を含めるアプローチは妥当
と考える．なお，今回の実験では，「願望増」のみを従
属変数として分析しても，同様の結果が得られること
を確認している．

５．おわりに
本論文では，商品属性を支持する内容にのみ焦点を
あて，商品そのものに関するｅクチコミ情報や，商品
属性を否定するｅクチコミ情報は扱わなかった．今
後，これらのｅクチコミ情報についても詳しく調べる
必要がある．特に，商品に関するｅクチコミ情報と，
商品属性に関するｅクチコミ情報がそれぞれどのよう
に相互作用するかについては興味深い．また，商品レ
イヤの初期態度を低く評価する層については十分なサ
ンプル数を確保できず，分析の対象外とした．さら
に，定量調査はある特定の層と条件を対象としてお
り，これを一般に拡大して解釈することはできない．

以上のように，本論文の結果にはいくつかの制限があ
るものの，初期態度を商品と商品属性の二つのレイヤ
に分けて捉えるというアイデアを示し，ｅクチコミ情
報の効力モデルに関する知見を得たという点で意義が
ある．
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（２０１０年３月１７日　受付）
（２０１０年１０月７日　採録）

付録

被験者の属性と特徴

PCリテラシ　あなたはパソコン（大学に設置のパソコ
ンを含む）を（１週間を平均して）１日どれくらい
利用しますか？
ほとんど利用しない（１点），30分程度（２点），１
時間程度（３点），２時間程度（４点），３時間以上
（５点）

オンライン店舗リテラシ　あなたはオンラインショッ
プで過去３ヶ月に何回くらい買い物をしました
か？
０回（１点），１回（２点），２～４回（３点），５～
10回（４点），11回以上（５点）

デジカメ知識　あなたはデジタルカメラやデジタルカ
メラの各種特徴について豊富な知識を持っていま

すか？
もっていない（１点），あまりもっていない（２
点），どちらとも言えない（３点），ややもってい
る（４点），もっている（５点）

デジカメ所有　あなたはデジタルカメラを所有してい
ますか？（携帯電話に付属のカメラ機能は除く）
所有している，もしくは自宅に自分が使えるデジ
カメがある（２点），自分のも自宅にもデジカメは
ない（１点）

デジカメ購入経験　あなたはデジタルカメラを自分で
選んで購入したことがありますか？（携帯電話に
付属のカメラ機能は除く）
経験がある（２点），経験がない（１点）
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An Investigation of eWOM Information Potency from Viewpoint of Prior Attitudes toward
Products and Their Attributes

by
Kazunori FUJIMOTO and Satoru TAMAKI

Abstract：
Electronic word－of－mouth （ewom） is one important information source that influences consumer purchase inten-

tions． Previous works showed that the potency of ewom information, which does not match prior attitudes, tend to
be limited.  This paper investigates the limitation effects for the ewom information of product attributes from the
viewpoint of two layers of consumer prior attitudes: toward products and toward their attributes．
The experiment was designed in two parts: （1） subjects evaluated digital cameras using press releases from the

makers to form each layer of prior attitudes, and （2） subjects changed their purchase intentions toward the cameras
based on the ewom information of the product attributes.  A two－way ANOVA with prior attitude toward the products
and their attributes as the two factors was performed on the data set from questionnaire surveys of 152 university
students.  The results supported three hypotheses that reflected the limitation effects of two layers of prior attitudes．

Keywords：Consumer Behavior, Electronic Word－of－mouth, Purchase Intention, Prior Attitude, Product Attribute
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